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新株予約権等の状況

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付

された新株予約権の状況

第 ４ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2022年２月７日

新 株 予 約 権 の 数 100個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 10,000株
（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権1個につき1,700円

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
343,500円

（１株当たり 3,435円）

権 利 行 使 期 間
2025年７月１日から
2032年２月27日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保有状況

取締役
（監査等委
員を除く）

取 締 役
（社外取締役
を除く）

新株予約権の数 75個
目的となる株式数 7,500株
保有者数 ３名

社外取締役 該当なし

取締役（監査等委員） 該当なし

（注）第４回新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

① １個を分割して行使することはできないものとする。

② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関連会社の取締役、

監査役又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正

当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③ 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

④ 新株予約権者は、2025年３月期の事業年度において、当社の有価証券報告書に記載された連

結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書。以下同様）に記載さ

れた売上高（ただし、投資事業から生じた売上高は除く。）が、下記(a)から(c)に記載した

いずれかの条件を充たした場合、各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）を上

限として、2025年７月１日から本新株予約権を行使することができる。

(a) 売上高が4,000百万円を超過した場合： 行使可能割合80％

(b) 売上高が4,500百万円を超過した場合： 行使可能割合90％

(c) 売上高が5,000百万円を超過した場合： 行使可能割合100％

なお、上記における売上高の判定に際しては、適用される会計基準の変更や当社の業績に

多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の損益計算書に記載された実績数値で判

定を行うことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該

企業買収等の影響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものとす

る。
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⑤ その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との

間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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会計監査人の状況

(1) 名称

三優監査法人

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,876千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20,326千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業

年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの

算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬

等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集され

る株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のと

おりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

め、「コンプライアンス規程」を定め、法令遵守の推進を図っております。

コンプライアンス最高責任者である代表取締役社長を委員長とし、取締役等

で構成されるコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の企

画・運営等に関する重要事項を審議しております。

内部通報窓口を設け、当社役職員等が内部統制や法令に違反する問題を発見

した場合に、迅速に当社のコンプライアンス所管部署に情報伝達する体制を構

築・運用しております。

内部監査部門を設置し、業務の有効性、財務報告等の信頼性、コンプライア

ンスの観点から、内部統制の整備・運用状況を検証するとともに、その改善に

向けて助言・提言を行っております。

インサイダー取引については、「インサイダー取引防止規程」を定め、防止し

ております。

重要事実に係る情報管理については、「適時開示規程」を定め、情報の適時、

公正かつ公平な開示を図っております。

コンプライアンス意識を徹底・向上させるために、取締役及び使用人に対し

てコンプライアンスの教育・研修を継続的に実施しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会その他の重要な会議における意思決定に係る情報、その他の重要な

決裁に係る情報並びにコンプライアンスに関する情報等、取締役の職務執行に

係る情報は、「文書管理規程」に従って、文書または電磁的媒体に記録、保存ま

たは廃棄しております。

取締役又は監査等委員から閲覧の要請があった場合に閲覧が可能である方法

で保存しております。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社のリスク管理体制は、リスク要因を適時に捉え、迅速に経営に反映させ

ることが必要との観点に基づき構築しております。取締役会のほか、リスク評

価委員会及びその他の会議を必要に応じて開催し、リスクに関する重要事項を

早期に発見し、リスク管理の進捗状況その他問題点等を速やかに把握する体制

を整えております。なお、不測の事態が生じた場合には、代表取締役社長を中

心とした対策委員会を設置し、監査等委員、顧問弁護士その他外部アドバイザ

ー等と連携し、損失を最小限にすべく迅速に行動する方針であります。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、取締役の職務執行が効率的にかつ適正に行われているかを監督

しております。また、取締役及び使用人は、決裁に関する基準等に基づき、重

要性に応じた意思決定ルールに従うことで、意思決定の迅速化を図り、効率的

に職務を執行しております。

当社の取締役が意思決定及び業務執行を効率的に行うことを目的として、経

営会議等の会議体を設置し、運用しております。なお、当社は執行役員制度を

導入しております。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、グループ全体のコンプライアンス体制の構築に努めるとともに、各

グループ会社の状況に応じて必要な管理を行っております。また、内部監査部

門は、各グループ会社の業務の状況について、定期的に監査を行っております。

⑥ 監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事

項

監査等委員がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合には、当該

使用人を配置するものとし、配置にあたっての具体的な内容（使用人の任命、

異動、人事考課、賞罰等）については、監査等委員の意見を尊重した上で行う

ものとし、当該使用人の取締役からの独立性を確保する方針であります。
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⑦ 上記⑥の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する

監査等委員の指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務執行状況を

把握するため、重要な会議または委員会に出席しております。

監査等委員には主要な決裁書類その他の重要書類が回付され、また要請があ

れば直ちに関係書類・資料等が提供される体制となっております。

⑧ 監査等委員への報告に関する体制

監査等委員は、内部監査部門よりその監査計画や監査結果の定期報告を受け、

内部監査との連携を確保しております。また、監査等委員は、コンプライアン

ス委員会より内部通報制度の運用状況の定期報告を受けております。

⑨ 上記⑧の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

取締役及び使用人が、監査等委員への報告または内部通報窓口への通報によ

り、人事評価において不利な取扱いを受けることはなく、また懲戒その他の不

利益処分の対象としないことを、社内規程に明示的に定め、教育・研修の機会

を通じて周知徹底しております。

⑩ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

監査費用については、各監査等委員からの申請に基づき法令に則り当社が負

担しております。また、必要に応じて外部の専門家を起用するために要する費

用についても、当社が負担しております。

⑪ その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役は、監査等委員会監査等基準を理解するとともに、監査等委員監査の

重要性・有用性を十分認識し、また、監査等委員監査の環境整備を行っており

ます。

監査等委員が代表取締役社長や監査法人と定期的に情報・意見を交換する機

会を設けております。

監査等委員は、監査法人と定期的に会合を持ち、積極的な意見交換・情報交

換を行っております。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 重要な会議の開催状況

当事業年度において、取締役会を14回開催し、各議案について十分な審議や

取締役の業務執行状況についての報告が行われ、活発な意見交換がなされてお

ります。

また、常勤の取締役及び監査等委員、執行役員並びに各本部長からなる経営

会議を原則月１回以上開催し、業務執行の適正性・効率性を確保しております。

② コンプライアンス・リスク管理に関する取組

コンプライアンス意識の徹底を図るため、入社時の研修をはじめ、必要に応

じて全社を対象に教育、啓蒙活動を実施しております。コンプライアンスの取

組みに係る実務を統括するコンプライアンス委員会を、基本的に毎月１回以上

開催しております。

リスク管理の観点からは、リスク評価委員会を開催しリスクに関する重要事

項を早期に発見し、リスク管理の進捗状況その他問題点等を速やかに把握して

おります。コンプライアンス違反行為等を把握するため内部通報制度を設けて

いるほか、違反行為等が発生した場合には防止対策の策定、全社に向けた注意

喚起を行っております。

③ 監査等委員の監査体制

当事業年度において監査等委員会を13回開催し、監査計画に基づいた監査を

実施しております。また、取締役会への出席のほか、経営会議その他重要な会

議への常勤監査等委員の出席を通して、取締役の業務の執行を監査しておりま

す。経営者との定期的な意見交換、並びに内部監査担当等内部統制に係る組織

との適切な連携等を推進することにより、効果的な監査業務を遂行しておりま

す。
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連結株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 238,259 238,577 1,697,752 △540 2,174,048

当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使）

152 152 304

親会社株主に帰属する当期
純利益

353,748 353,748

自己株式の取得 △363,687 △363,687

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 152 152 353,748 △363,687 △9,634

当期末残高 238,412 238,729 2,051,501 △364,228 2,164,414

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 692 692 32,378 338,145 2,545,264

当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使）

304

親会社株主に帰属する当期
純利益

353,748

自己株式の取得 △363,687

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△206 △206 △31,464 △24,840 △56,511

当期変動額合計 △206 △206 △31,464 △24,840 △66,146

当期末残高 485 485 913 313,304 2,479,118

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称 フォースタートアップスキャピタル合同会社

フォースタートアップス１号投資事業有限責任組合

シングレス株式会社

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、フォースタートアップスキャピタル合同会社、フォースタートアップス１号

投資事業有限責任組合の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算

日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する出資(金融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

建物 定額法

工具、器具及び備品 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10年～18年

工具、器具及び備品 ４年～15年

② 無形固定資産

定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

タレントエージェンシー＆オープンイノベーション事業

① タレントエージェンシーサービス

人材紹介サービスにおいては、主に求人企業に対して候補者を紹介するサービスを提供し

ており、候補者が当該企業に入社した時点で収益を認識しております。

また、顧客との契約において、紹介した候補者が入社後一定期間内に自己都合退職した場

合、顧客から収受した対価の一定割合を返金することとしており、顧客と約束した対価には

変動対価が含まれます。顧客への返金が見込まれる額については、過去一定期間における返

金実績率等に基づく期待値法により見積もっており、当該返金見込額は収益を認識せず、返

金負債として流動負債の「その他」に含めて表示しております。

② オープンイノベーションサービス

データベースサービスにおいては、成長産業データベース「STARTUP DB」を提供しており

ます。このサービスは、契約期間にわたりサービスの提供がなされるため、顧客との契約に

おけるサービス提供期間にわたり契約に基づく取引価格を按分し、収益を認識しておりま

す。

Public Affairsサービスにおいては、官公庁・自治体の競争入札を通じてスタートアップ

関連の調査事業等を受託しております。このサービスは、契約期間に対する役務提供の経過

期間や作業時間等に応じて履行義務が充足されるものであることから、履行義務の充足に係

る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。ま

た、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収

することが見込まれる場合は、発生した費用と同額を収益として認識する原価回収基準によ

っております。
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。

以下「2022年改正会計基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正については、2022年改正

会計基準第20-３項 ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」とい

う。)第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方

針の変更による連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場

合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を

当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結

会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更

による前連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記

連結貸借対照表

前連結会計年度において流動負債「その他」に含めておりました「未払費用」（前連結会計

年度45,462千円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度においては区分掲記し

ております。

連結損益計算書

前連結会計年度において営業外収益「その他」に含めておりました「助成金収入」（前連結

会計年度150千円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度においては区分掲記

しております。

Ⅳ．会計上の見積りに関する注記

市場価格のない株式等の評価

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

営業投資有価証券 378,171千円

投資有価証券 10,110千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

市場価格のない株式等は、投資先の超過収益力を反映して、１株当たりの純資産価額を基礎と

した金額に比べて相当高い価額で取得しております。市場価格のない株式等の評価にあたって

は、投資先における財政状態の悪化や超過収益力の毀損等により、超過収益力を反映した実質価

額が取得原価に比べて著しく低下したときに、減損処理を実施することとしております。投資先

の超過収益力の毀損の有無を判断するにあたっては、投資先企業の投資時における事業計画の達

成状況や、将来の成長性や業績に関する見通しを総合的に勘案して判断しております。
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しかし、市場環境の変化等により投資時に見込んでいた超過収益力が毀損した場合、翌連結会

計年度において、減損処理を実施する可能性があります。

Ⅴ．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 24,428千円

Ⅵ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 3,646,400株 1,200株 －株 3,647,600株

（注）発行済株式数の増加は、新株予約権の行使によるものであります。

２．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）

の目的となる株式の種類及び数

普通株式 11,400株

Ⅶ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要な資金は自己資金及び銀

行借入で賄っております。ベンチャーキャピタル事業においては、当社グループが管理・運営す

るファンドを通じて、未上場株式等を対象とする投資を行っております。こうした投資を行うた

めの資金は、自己資本の範囲内での投資を原則としております。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

敷金及び保証金は、賃貸借契約に基づくものであり、差入先の信用リスクに晒されておりま

す。

営業投資有価証券並びに取引先企業との連携強化目的で保有する投資有価証券の主なものは、

未上場株式であります。未上場企業は、上場企業に比べ、収益基盤や財務基盤が不安定で経営資

源も制約されるため、経済環境等の影響を受けやすく、未上場株式等への投資には、以下のよう

なリスクが存在します。

① 投資によってキャピタルゲインが得られるかどうかについての確約はありません。

② 投資によってキャピタルロスが発生する可能性があります。

③ 投資対象は、ファンドの運営期間中に株式上場、売却等が見込める企業を前提としています

が、株式上場時期・売却等が当初の見込みと大幅に異なる可能性があります。

④ 未上場株式等は、上場企業の株式等に比べ流動性が著しく劣ります。そのため、未上場段階

で売却する場合は、当社グループが希望する条件で売却できない可能性があります。

営業債務である未払金は１年内の支払期日であります。
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借入金は主に本社移転に係る資金調達を目的としたものであり、固定金利となっております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について与信管理規程に基づき、取引先の状況を定期的に確認し、取引相

手先ごとに財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 未上場株式等への投資のリスクの管理

当社グループのベンチャーキャピタル事業は、投資資金の増殖回収を目的としており、主な

投資対象は、将来、株式上場等によるキャピタルゲインが期待できる未上場企業であります。

未上場企業への投資については、投資委員会にて、投資候補先企業に対して、経営チーム、ビ

ジネスモデル、技術力、財務状況、等の観点から評価を行い、投資の可否を決定しておりま

す。

投資後は、投資先企業の財務状況を月次や四半期毎等、継続的にモニタリングを行い、投資

先の業績を適時に把握するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を図って

おります。

③ 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的

に見直しております。

④ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、コーポレート本部が適時に資金繰り計画を作成・更新することにより、流動性のリ

スクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算出

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織りこんでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場

価格のない株式等は、次表に含めておりません（（注）をご参照下さい）。また、現金は注記を省略

しており、預金、売掛金、未払金、未払法人税等及び未払消費税等は短期間で決済されるため、時

価が帳簿に近似することから、注記を省略しております。また、破産更生債権等については、貸倒

引当金控除後の計上額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

区分
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

敷金及び保証金（※） 175,672 123,857 △51,814

資 産 計 175,672 123,857 △51,814

長期借入金(1年内返済予定の
長期借入金を含む)

513,000 505,156 △7,843

負 債 計 513,000 505,156 △7,843

（※）連結貸借対照表における敷金及び保証金の金額と金融商品の時価における「連結貸借対照表

計上額」との差額は、当連結会計年度末における敷金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認

められる金額（賃借建物の原状回復費用見込み額）の未償却残高であります。

（注）市場価格のない株式等

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券

非上場株式 10,110

組合出資金（※） 79,173

営業投資有価証券

非上場株式 378,171

（※）組合出資金は、投資事業有限責任組合であります。「時価の算定に関する会計基準の適

用指針」第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：時価の算定日において、企業が入手できる活発な市場における同一の資産又は負

債に関する相場価格であり、調整されていないもの

レベル２の時価：資産又は負債について、直接又は間接的に観察可能なインプットのうち、レベル

１のインプット以外のインプット
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レベル３の時価：資産又は負債について観察できないインプット

時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 123,857 － 123,857

資 産 計 － 123,857 － 123,857

長期借入金(1年内返済予
定の長期借入金を含む)

－ 505,156 － 505,156

負 債 計 － 505,156 － 505,156

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金及び保証金

将来キャッシュ・フロー（資産除去債務の履行により最終的に回収が見込めない金額控除

後）を国債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価

に分類しております。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たりの純資産額 651円82銭

２．１株当たりの当期純利益 99円60銭

Ⅸ．収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

当連結会計
年度

タレントエージェンシー＆
オープンイノベーション事業

タレントエージェンシーサービス 3,122,957

オープンイノベーションサービス 570,809

計 3,693,767

ベンチャーキャピタル事業 －

顧客との契約から生じる収益 3,693,767

その他の収益 －

外部顧客への売上高 3,693,767

２．収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表「Ⅰ.４.(4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰 余 金

当期首残高 238,259 238,259 238,259 1,699,681 1,699,681 △540 2,175,660

当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使）

152 152 152 304

当期純利益 328,052 328,052 328,052

自己株式の取得 △363,687 △363,687

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 152 152 152 328,052 328,052 △363,687 △35,330

当期末残高 238,412 238,412 238,412 2,027,734 2,027,734 △364,228 2,140,330

評価・換算差額等

新株
予約権

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 692 692 32,378 2,208,731

当期変動額

新株の発行
（新株予約権の行使）

304

当期純利益 328,052

自己株式の取得 △363,687

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△206 △206 △31,464 △31,670

当期変動額合計 △206 △206 △31,464 △67,001

当期末残高 485 485 913 2,141,730

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 関係会社株式及びその他の関係会社有価証券

移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合への出資及びこれに類する出資（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

建物 定額法

工具、器具及び備品 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10年～18年

工具、器具及び備品 ４年～15年

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しており

ます。
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(4) 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

タレントエージェンシー＆オープンイノベーション事業

① タレントエージェンシーサービス

人材紹介サービスにおいては、主に求人企業に対して候補者を紹介するサービスを提供して

おり、候補者が当該企業に入社した時点で収益を認識しております。

また、顧客との契約において、紹介した候補者が入社後一定期間内に自己都合退職した場

合、顧客から収受した対価の一定割合を返金することとしており、顧客と約束した対価には変

動対価が含まれます。顧客への返金が見込まれる額については、過去一定期間における返金実

績率等に基づく期待値法により見積もっており、当該返金見込額は収益を認識せず、返金負債

として流動負債の「その他」に含めて表示しております。

② オープンイノベーションサービス

データベースサービスにおいては、成長産業データベース「STARTUP DB」を提供しておりま

す。このサービスは、契約期間にわたりサービスの提供がなされるため、顧客との契約におけ

るサービス提供期間にわたり契約に基づく取引価格を按分し、収益を認識しております。

Public Affairsサービスにおいては、官公庁・自治体の競争入札を通じてスタートアップ関

連の調査事業等を受託しております。このサービスは、契約期間に対する役務提供の経過期間

や作業時間等に応じて履行義務が充足されるものであることから、履行義務の充足に係る進捗

度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。また、履行義

務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見

込まれる場合は、発生した費用と同額を収益として認識する原価回収基準によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更が計算書類に与える影響はあ

りません。

３．表示方法の変更に関する注記

損益計算書

前事業年度において営業外収益「その他」に含めておりました「助成金収入」（前事業年度

150千円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しております。
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 24,428千円

(2) 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務は、次のとおりでありま

す。

未収入金 17,304千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引以外の取引高の総額

経営管理受託料 6,446千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度
末株式数
（株）

普通株式 156 326,135 － 326,291

(変動事由の概要)

取締役会決議による自己株式の取得による増加 326,100株

単元未満株式の買取による増加 35株

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 31,718千円

未払事業税 3,841

未払金 5,965

未払費用 6,262

一括償却資産 3,034

資産除去債務 1,163

投資有価証券評価損 3,712

フリーレント家賃 52,252

その他 10,212

繰延税金資産小計 118,164

評価性引当額 △7,352

繰延税金資産合計 110,811

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △223

繰延税金負債合計 △223

繰延税金資産の純額 110,588
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８．関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 644円57銭

(2) １株当たりの当期純利益 92円37銭

10．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表と同一であります。

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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